
島根農技研報 41:19～34 (2013)

島根県内には2010年度末で588の集落営農組

織が設立され�県内集落の約24％をカバーし
ているが�高齢化の進行による農地維持機能の
低下が大きな問題となっている�特に中山間地
域においては�農地の保全を図る上で畦畔除草
をいかに進めていくかが重要な課題であり�そ
の解決に向けた施策提言が強く求められている�
そこで�島根県農業技術センターでは�研究

課題 ｢集落営農における組織間連携・再編方式

と作業再委託・分配方式の解明｣ (2009～2011

年) の中で�これまで調査事例のなかった集落
営農型法人における畦畔除草作業者の対応可能

年齢の実態調査を実施するとともに�畦畔除草
作業の担い手の動向予測を行った�また�集落
営農における地域貢献度の実態調査 (竹山・山

本�2010) をもとに�地域貢献度が高い集落営
農型法人の畦畔除草困難水田における作業再委

託方式の類型化を行い�高齢化率・傾斜度・地
域貢献の取組などとの関連を含め�地域実態に
応じた畦畔除草の作業再委託方式について検討

し�若干の知見を得たので�ここに報告する�
これらの調査の実施に協力頂いた集落営農型

法人の役員の方々をはじめ�農林振興センター農

業普及部の担当者各位に深く感謝の意を表する����������������������������
集落営農型法人の前身である任意組織を含め

た設立後経過年数が10年以上の5法人を調査対

象とし�2009年8月～9月に畦畔除草への対応
実態と対応可能年齢に関する実態調査を行った�
この調査では�各法人における主な畦畔除草対
応者の年齢を明らかにするとともに�畦畔除草
困難農家の状況を明らかにした�また�畦畔除
草への対応可能年齢については�高齢化に伴っ
て畦畔除草を法人などへ委託した時の年齢と�
父親の世代が何歳まで畦畔除草を行っていたか

を調査し�畦畔除草委託時年齢と父親世代が畦
畔除草からリタイアした年齢 (以下�｢リタイ
ア年齢｣ という) をもとに算出した�そして�
調査対象の5法人が位置している地域の大字単

位の国勢調査データをもとに�畦畔除草作業の
担い手の動向予測を行った���������������������������
構成員の高齢化による畦畔除草困難水田をは

じめ�集落内外の法人直営水田や法人所有水田
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など�畦畔管理作業者が不在となった農地を抱
えている15法人を調査対象とし�2010年7月～
12月に作業再委託方式の実態調査を行い�作業
再委託方式の類型化を行った�調査対象とした
15法人は�いずれも農地維持・経済維持・生活
維持・人材維持などに関する地域貢献度 (竹山�
2009) が高い法人である�また�2011年3月～
6月には作業再委託方式に関する詳細調査を行

い�類型別の対応実態を明らかにするとともに�
高齢化率・傾斜度・地域貢献の取組など地域実

態に応じた畦畔除草の作業再委託方式について

検討した���������������������������������������������������
調査した5法人 (以下�｢当該5法人｣ という)

の関係農家95戸の中で�畦畔除草への対応が
困難な農家については�表1のとおり32戸であ
り�全体の33�7％が畦畔除草を委託している�
畦畔除草の委託先は�法人の構成員が24戸で
最も多く�その他では娘婿など2地域居住者へ
の委託が 4戸�親戚・知人などへの委託が 4戸
であった�なお��法人では構成員14戸がそれ
ぞれの担当水田の畦畔除草を行っているが�
2地域居住者による畦畔除草も2戸でみられる�
また�不在地主は合計15戸であり�その比率は
15�8％であるが�その半数以上は県外に在住し
ている�なお��法人と�法人の県外在住の不
在地主については�農地や家屋などふるさとに
残した財産を処分したい意向を持っており�法
人にとって不在地主の資産管理は大きな問題に

なりつつある�
当該5法人における主な畦畔除草対応者の年

齢は�表2のとおりであり�年代別にみると60
代以上が70�3％を占めており�この中には80歳
以上も9�4％含まれ�各法人とも80歳以上の畦
畔除草対応者がみられた�そして�主な畦畔除
草対応者の平均年齢は64�8歳であった�
当該5法人の経営面積は�表3のとおり平均

15�5��であり�各法人の畦畔除草対応農家数に
2地域居住者や親戚・知人等を加えた実質的な

畦畔除草戸数 (平均14�2戸) を用いて算出した

1戸当り畦畔除草面積をみると�最低71�8�～
最高150�7�まで2倍以上の開きがあり�平均で
は109�3�となった�
当該5法人における畦畔除草回数は�年間2�5

回～4回でややバラツキがあり�平均3�2回で
あった�10�当り畦畔除草時間は�除草回数を
はじめ�傾斜度や地形�河川・国道・鉄道の有
無などによって大きく異なり�2�5��～14�4��
まで5倍以上の開きがあり�平均では7�4��と
なった�また�1戸当り畦畔除草時間は平均
81�1��であったが�畦畔除草困難農家比率が最
も高かった�法人では136�4��に達している��������������������
高齢化に伴って畦畔除草を法人などへ委託し

た時の年齢は�表4のとおりであり�該当する
3法人11名 (60代1名�70代5名�80代5名) の
平均で76�5歳であった�また�父親の世代が何
歳まで畦畔除草を行っていたか調査した結果�
当該5法人の25名 (60代1名�70代16名�80代
8名) の平均で76�7歳であった�そして�合計
36名の平均でみた畦畔除草の対応可能年齢は

76�7歳となった�
2008年時点の日本人の平均寿命は男性79�2

歳�女性86�0歳であり�今回調査した畦畔除草
の対応可能年齢76�7歳は�男性の平均寿命79�2
歳を2�5歳下回っている�一方�2008年の日本
人の平均健康年齢は男性72�3歳�女性77�7歳で
あり�畦畔除草の対応可能年齢76�7歳は�男性
の平均健康年齢72�3歳を4�4歳も上回っている�
当該5法人の畦畔除草における後継者の関与

状況については�表5のとおりであり�関係農
家95戸の中で�世帯主以外の後継者が同居し
ている農家は合計21戸であり�後継者同居農家
比率は平均22�1％となったが�法人間でのバラ
ツキがやや大きく��法人は42�9％��法人は
41�1％と高いのが目立っている�
調査対象の5法人が位置している地域の大字

単位の高齢化率は�2005年国勢調査によれば�
表6のとおりであり�65歳以上の高齢化率は平
均41�0％と高く�いずれも県平均 (27�1％) を
上回っている�また�5地域の75歳以上の高齢
化率も平均22�5％と高く�特に�地域では31�0
％に達している�
コーホート変化率法を用いて算出した2025
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表1 集落営農型法人における畦畔除草困難農家の状況 (2009年)

表2 集落営農型法人における主な畦畔除草対応者の年齢 (2009年)

表3 集落営農型法人における畦畔除草時間

表4 集落営農型法人における畦畔除草の対応可能年齢

表5 集落営農型法人の畦畔除草における後継者の関与状況



年の人口推計によれば�65歳以上の高齢化率は
平均64�1％となり�特に高齢化が深刻な�地域
では91�9％に達すると見込まれる�一方�後継
者の同居比率が高い�地域と�地域においては�
50�1％と44�6％にどどまると見込まれる�なお�
人口推計にあたっては�集落単位のデータを用
いると人口規模が小さく�精度に劣るため�そ
れぞれの法人が位置している大字単位のデータ

を使用した�
当該5法人における畦畔除草の対応可能年齢

は�前述のとおり平均76�7歳であり�年齢階層
を5歳きざみでみると�70～74歳まではほぼ対
応可能であると考えられる�そこで�各法人に
おける2025年の畦畔除草対応者の確保見込み

を示したのが表7である�2009年の調査時点に
おける当該5法人の主な畦畔除草対応者64名の

うち�2025年時点で75歳未満と見込まれる50
代以下は19名であり�1法人当り3�8戸で対応
者が残ると見込まれる�また�後継者同居農家
21戸のうち�後継者が既に主な畦畔除草対応者
となっている4戸を除いた17戸でも後継者が確

保されており�1法人当り3�4戸で対応者が加わ
ると見込まれる�
さらに�2地域居住者のうち�50代以下の息

子や娘婿による畦畔除草対応が期待できる農家

は5戸であり�1法人当り1�0戸で対応者が加わ
り�2025年時点で畦畔除草対応者を確保してい
る農家は�1法人当り8�2戸と見込まれる�その
結果�現在の畦畔除草戸数の平均14�2戸に対す
る予想充足率は57�7％まで低下すると見込ま
れる�これを法人別にみると�後継者同居農家
比率が40％を超え�高齢化予測もそれほど深
刻でない�法人と�法人における予想充足率は
71�4％～90�9％と高くなっている�一方�後継
者同居比率が低く�深刻な高齢化が予測される�・�・�の3法人では�畦畔除草戸数の予想充
足率が40�0～52�9％にとどまっている�そのた
め�これら3法人では���ターン者なども含め
て新たな担い手を確保していく必要があると考

えられる���������������������
2000年と2005年の国勢調査の集落別データ

をもとに�コーホート変化率法を用い�当該
5法人が位置している大字単位で2005年～2025

年の人口増減率を算出し�表8に示した�この
うち�現行推移モデルでの予測によれば�5地
域での総人口の減少率は平均41�1％となる�こ
れを年齢別にみると�20歳～64歳の減少率は
57�9％に達しているのに対し�65歳～74歳の
減少率は11�6％�75歳以上の減少率は17�9％で
あった�地域別にみると�後継者の同居比率が
高い�地域と�地域では�20歳～64歳までの減
少率が37％前後にとどまっている�
一方���ターンモデルについては�①30代前

半夫婦＋4歳以下の子供1人と�②60代前半夫
婦 (定年退職者) の両方が5年に1組ずつ各地

域へ��ターンしてくると仮定し�人口動態を
予測したものである���ターンモデルでの総人
口の減少率は平均26�2％となり�現行推移モデ
ルの41�1％に比べて14�9％緩和されると見込
まれる�これを年齢別にみると�畦畔除草作業
の主な担い手となっている65歳～74歳につい

ては�現行推移モデルの11�6％減少から5�3％
の増加に転じている�
当該5法人における現在の畦畔除草戸数は�

1法人当り平均14�2戸であるが�2025年には平
均8�2戸となり�1法人当り6戸減ると見込まれ
る�こうした中で���ターンモデルで示したよ
うに�①30代前半夫婦＋4歳以下の子供1人と�
②60代前半夫婦の両方が5年に1組ずつ��ター
ンしてくれば�1法人当り6戸の減少分はほぼ
カバーできると考えられる�しかし�現行推移
モデルでは深刻な高齢化が予測される�・�・�
の3法人については�それでも現状に比べて
2～3戸不足すると見込まれる��・�・�の3法
人における��ターンモデルでの現在の畦畔除
草戸数平均 15�3 戸に対する予想充足率は
84�8％となる�なお��法人と�法人における
現行推移モデルでの予想充足率は平均80�0％
であり�畦畔除草戸数の確保予測においては�
深刻な高齢化が予測される3法人の��ターンモ
デルと�高齢化予測がそれほど深刻でない2法
人の現行予測モデルがほぼ似通った結果を示し

ている (竹山・山本・安部�2011)�
現行予測モデルにおいて深刻な高齢化が予測

される�・�・�の3法人を後継者少数タイプと
し�高齢化予測がそれほど深刻でない�・�の
2法人を後継者同居タイプとして分類し�いく
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表7 集落営農型法人における畦畔除草対応者の確保見込み (2025年)

表6 5地域における高齢化率の現状と予測 [単位：％]

表8 5地域における2005年～2025年の人口増減率の予測 [単位：％]

表9 集落営農型法人の高齢化予測からみたタイプ別分類と1戸当り畦畔除草面積



つかの指標を比較したのが表9である�
後継者同居タイプの2法人では�後継者同居

農家比率が41�9％と高く�現行推移モデルによ
る2025年の65歳以上比率も47�4％にとどまっ
ている�これに対し�後継者少数タイプの3法
人では�後継者同居農家比率が12�5％と低く�
現行推移モデルによる2025年の65歳以上比率

は75�2％に達すると見込まれる�そのため�後
継者少数タイプの3法人では�2025年の畦畔除
草戸数が現状の半数以下に減り�1戸当り畦畔
除草面積は現状の2�3倍に相当する284�7��1戸
当り畦畔除草時間も203�9��に達し�集落内の
農家のみで畦畔除草に対応するのは困難になる

と考えられる�一方�後継者同居タイプの2法
人における2025年の1戸当り畦畔除草面積と

1戸当り畦畔除草時間については�いずれも後
継者少数タイプの現状に近い水準にあり�十分
対応可能であると考えられる�
そして�後継者少数タイプの3法人では���

ターンモデルのように畦畔除草対応者を新たに

6名確保すれば�1戸当り畦畔除草面積�1戸当
り畦畔除草時間とも現状の1�2倍程度に収まる
と見込まれる�しかし���ターンが確保できな
い場合には�畦畔除草の外部委託 (土建業者�
森林組合�農業参入企業�シルバー人材センター
など) が必要になると考えられる����������������������������������������������
畦畔除草困難水田における作業再委託方式の

実態調査は�地域貢献度が高い地域貢献型の集
落営農型法人15事例を対象に行った�調査事
例はいずれも中山間地域の農事組合法人であり�
地域貢献度は15事例の平均で44�9点となり�
県平均の32�8点をはるかに上回っている�畦畔
除草困難水田における作業再委託方式について

は�様々な方式が採用されており�表10のとお
り9通りに類型化できた�
畦畔除草困難水田における作業再委託方式は�

近隣農家などに対して畦畔除草対応農家への再

委託と同一の条件で管理手当を支給する ｢管理

水田割当による管理手当支給方式｣ と�時間給
によって畦畔除草に対応する ｢時間給による対

応可能者出役方式｣ の2類型が最も多くみられ

た�また�構成員個々の所有水田ではなく�ブ
ロック別に担当者を配置する ｢ブロック別割当

の管理手当支給方式｣ と ｢ブロック別割当の

2地域居住者活用方式｣ がみられた�その他で
は�｢管理水田割当での管理手当支給・時間給
併用方式｣�｢管理水田割当での傾斜配分方式｣�
｢特定グループへの時間給支給方式｣�｢特定農
家への畦畔除草手当支給方式｣�｢全面直営での
時間給・外部委託併用方式｣ などが1事例ずつ

みられた�
畦畔除草を中心とする作業再委託方式の調査

を行った15事例における経営面積については�
表11のとおり平均16�5��であった�調査した
15法人 (以下�｢当該15法人｣ という) では�構
成員の高齢化による畦畔除草困難水田をはじめ�
集落内外の法人直営水田や法人所有水田など�
畦畔管理作業者が不在となった農地を抱えてい

る�
当該15法人のうち畦畔除草を全面法人直営

としている�法人を除く14法人では�構成員の
概ね半数以上が畦畔除草に従事しており�特に�法人と�法人の2法人では構成員全員が畦畔
除草に従事しているが�両法人とも畦畔管理作
業者が不在となった法人直営水田を抱えている�
そして��法人を除く14法人における畦畔除草
対応戸数は�地元の構成員に2地域居住者など
を加えて平均25�9戸であり�1戸当り除草面積
は平均63�7�であった�
畦畔除草困難水田における作業再委託方式に

ついてみると�表12のとおりであり��・�・�・�の4法人では ｢管理水田割当による管理手当支
給方式｣ であり�近隣農家などに対して畦畔除
草対応農家への再委託と同一の条件で管理手当

を支給している�また��法人では ｢管理水田割
当での管理手当支給・時間給併用方式｣ であり�
近隣農家が対応し切れない部分は法人構成員が

時間給で対応している�一方��法人では ｢管
理水田割当での傾斜配分方式｣ としており�担
当水田ごとの面積割＋収量加算で従事分量配当

を行っている��法人と�法人では�構成員個々の所有水田
ではなく�ブロック別に担当者を割り当てる方
式としており��法人は年度当初に担当者を決
める ｢ブロック別割当の管理手当支給方式｣ で
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表10 集落営農型法人の畦畔除草困難水田における作業再委託方式の類型化

表11 法人別の畦畔除草対応戸数と直営水田を含む畦畔除草困難農家への法人対応

表12 集落営農型法人の畦畔除草困難水田における作業再委託方式と管理手当及び賃金



あり��法人は県外の2地域居住者7名の参画
を前提とした ｢ブロック別割当の2地域居住者

活用方式｣ である��・�・�・�の4法人では ｢時間給による対
応可能者出役方式｣ であり�畦畔除草対応農家
への管理手当ではなく�時間給によって畦畔除
草困難水田へ対応している�また��法人では
｢特定グループへの時間給支給方式｣ であり�
構成員6名が草刈部隊を結成して畦畔除草困難

水田へ対応している��法人では ｢特定農家への畦畔除草手当支給
方式｣ であり�畦畔除草困難水田6��分を構成
員1名 (�ターン者) に一括で再委託している�
また��法人では ｢全面直営での時間給・外部
委託併用方式｣ であり�外部委託を含めて全面
法人直営で畦畔除草に対応している�
森本 (2010) は�畦畔除草や水路管理などの

採算の合わないところを法人が管理するように

なると�人を増やして赤字も増えてくるという
サイクルに陥り�地域を守れなくなる危険性を
指摘しているが�当該15法人では多様な作業
再委託方式によって地域を守っているといえる��������������������������������������������������������������法人の経営面積9�0��のうち畦畔管理作業
者が不在となった畦畔除草困難水田は1�3��(3
戸分) で�全体の約14％である�法人の構成農
家18戸のうち畦畔除草への対応が困難な3戸の

状況は�表13のとおりであり��1農家が構成員
死亡による不在地主��2農家が高齢女性独居世
帯��3農家が本業多忙によるものである�これ
ら3戸分の合計1�3��については�隣接農家4戸
へ10�当り15�000円の管理手当 (畦畔除草＋水
管理) で再委託している�しかし�隣接農家4戸
はいずれも60～70歳代であり�対応しきれな

くなった場合には�法人構成員が時間給800円
で畦畔除草に対応することとしている�また�
年度途中に病気やケガなどによって畦畔除草が

困難となった場合にも�法人構成員による時間
給対応としている��法人の畦畔除草における2010年の時間給対
応は1事例であり�該当の�4農家はもともと畦
畔管理作業者不在農家ではなかったが�年間
3回の除草のうち1回分が対応困難となり�法
人構成員8名による時間給対応となった��4農家の農地面積は40�であり��4農家には
当初40�分の管理手当60�000円が支給される予
定であったが�法人による畦畔除草対応32��
分の出役賃金25�600円 (＠800円×32��) を差
し引いた34�400円が�4農家へ支給された����������������������������������法人の経営面積22�0��のうち畦畔管理作業
者が不在となった畦畔除草困難水田は6�6��で
あり�全体の30％に達している�この6�6��の
農地のうち1�3��は隣の集落であり�残りの
5�3��が集落内の農地である�法人の構成農家
24戸のうち畦畔除草への対応が困難な10戸の

状況は�表14のとおりであり�不在地主が4戸�
高齢化によるリタイアが3戸�夫の死亡による
委託が2戸�構成員本人の死亡による空き家が
1戸である�法人の10�当り地代は10�000円と
しているが�不在地主4戸は集落へ帰ってくる
見込みがないため�地代支払いの対象外として
いる�また�隣の集落の3戸分の10�当り地代
については�現物地代 (1袋30㎏当り6�000円
相当) としている�
畦畔管理作業者が不在となった6�6��の畦畔

除草については�対応可能な12戸の中から都
合のつく人が出役する形で�時間給は年齢・性
別に係りなく一律 1�500 円とし�午前中4��
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表13 �法人における畦畔除草困難農家の概要 (2010年)



(��8�00～12�00) のみの作業としている�
時間給による対応可能者出役方式での畦畔除

草回数については�田植前の除草は行っていな
いため�田植後 (5月下旬～6月上旬)�出穂後
(8月上旬～8月下旬)�稲刈後 (9月中旬～10月
下旬) の3回としている�畦畔管理作業者が不
在となった6�6��における2010年の畦畔除草時
間は595��であり�10�当り出役時間は9�0��で
あった�そして�畦畔管理作業者不在水田での
10�当り除草コストは13�500円 (＠1�500円×
9�0��) であった�
一方�畦畔除草の10�当り管理料は�畦畔面

積率15％未満が5�000円 (17�6％)�畦畔面積率
15％以上25％未満が10�000円 (29�8％)�畦畔
面積率25％以上が15�000円 (52�6％) としてお
り�平均11�630円であった�なお�集落での一
般的な畦畔除草回数は�田植前を含めて平均
3�5回であり�10�当り除草時間は平均9�3��と
なり�畦畔管理作業者不在水田よりも0�3��多
くかかっているものの�10�当り畦畔管理コス
トは1�870円 (13�500円－11�630円) 低くなって
いる�

集落における1筆当り水田面積は平均11�4�
であるのに対し�集落内の畦畔管理作業者不在
水田は1筆当り平均10�5�であり�畦畔面積率
25％以上の水田が64�9％を占めており�条件の
厳しい圃場の比率が高くなっている�
時間給による対応可能者出役方式の�法人で

は�畦畔除草の時間給を従来の700円から1�500
円に引き上げ�畦畔除草対応農家への10�当り
畦畔管理料11�630円を上回る出役賃金13�500
円を支給することによって出役確保を優先して

いる�������������������������������������法人では県外の2地域居住者7名の参画を
前提としたブロック別割当方式を採用しており�
集落在住の自己完結農家12戸とともに合計19

戸で畦畔除草に対応している��法人では経営
面積14�3��を19ブロック (40�～150�) に分け�
2地域居住者は7ブロックの約2�8��(1ブロッ
ク当り40�で実家に近い所が中心) の畦畔除草
を担当している�年間の畦畔除草回数は最低
3回以上の平均4回程度であり�6月上旬 (春を
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表14 �法人における畦畔除草困難農家の概要 (2010年)
表15 �法人における2地域居住者の参画状況 (2010年)



惜しむ会)�7月上旬 (河川清掃)�9月 (稲刈前)
の3回に�カメムシの一斉防除前の除草が加わっ
て4回となるが�ブロック内の除草は基本的に
個々で対応している�
県外の2地域居住者7名の居住地は�表15の

とおりであり�広島5名�宮崎1名�滋賀1名で
ある�このうち広島の3名 (�1・�4・�6農家)
は息子や親族を連れて参画しており�特に�1
農家では妹家族も一緒に参画している�そして�
親子で参加している23歳～30歳の若者2名と

ともに��1農家の甥もオペレーター予備軍と
して指導を受けている�また�滋賀から参画し
ている39歳 (�7農家) は�春と秋に1週間程度
の長期休暇を取得してオペレーター出役も行っ

ている�さらに�7名のうち1名 (�4農家) は
すでに実家を改築中であり�50代～60代の4名
については今後�ターンの可能性が高いと見込
まれる�
2地域居住者7名のうち3名 (�1・�5・�6

農家) は本人が法人組合員であり�特に�1農
家は法人の理事でもある�一方�他の2地域居
住者4名は法人の組合員ではなく�高齢の父ま
たは母が組合員となっているが�80代の父母
3名は既に農作業からリタイアしており��7農
家の父 (73歳) もリタイア予備軍であり�長期
の継続は困難とみられる�
また��法人では3名以上で作業した後には

基本的に懇親会を開催することとしており�懇
親会を楽しみに作業参画する人も数多くみられ

る中で�2地域居住者の�6農家は懇親会に用

いる海産物調達係としての貴重な役割も果たし

ている��法人の周辺集落においては�5月の連休に
無理に帰省して農作業を行っても�天候や農機
具の故障などで作業が上手くいかないと�親子
喧嘩などで気まずくなり�次の年は帰ってこな
くなるような事例が散見される�これに対し�
2地域居住者活用方式の�法人においては�｢法
人が1戸の家のような感じ｣ であり�他出者が
集落営農型法人を介して実家 (出身集落) へ気

楽に帰ってこれる雰囲気があるといえる�
集落在住の自己完結農家12戸の概要は�表16

のとおりであり�組合員の年齢は 40代 1戸�
50代2戸�60代3戸�70代5戸�80代1戸である
が�このうち5戸では既に後継者を確保してい
る�一方�70代以上の6戸のうち3戸では後継
者が同居しておらず�特に80代の1戸はリタイ
ア予備軍である�また�12戸のうち2戸は法人
化後に夫婦で�ターンしている��法人のオペレーターは8名であり�このう
ち4名が法人役員�3名が後継者であり�残りの
1名は2地域居住者である�オペレーター8名の
うち平日対応可能なのは�10農家の60歳の理
事1名のみであり�他の7名は土日＋年休対応
としている�なお�オペレーター8名のうち5名
は地元の消防団員でもある�
集落在住の自己完結農家 12 戸のうち 2戸

(�11・�13農家) では�通勤先の広島の知人や�
姉弟家族の作業参画事例もみられる�また�2
戸 (�12・�13農家) では�女子高校生が農繁
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表16 �法人における集落在住の自己完結農家12戸の概要 (2010年)



期に作業参画し�育苗箱洗い・野菜苗定植・慰
労会準備などを行っているほか�専門学校生が
オペレーター予備軍として指導を受けている�
なお�高校生のアルバイトについては�法人の
一般作業と同一の時間給800円を支払っている�
また�オペレーター予備軍は今のところ合計
4名であるが�このうち3名は2地域居住者の関
係者 (息子2名�甥1名) である��法人には高齢離農者6戸分の直営水田が
2��あり�ブロック別割当によって畦畔除草に
対応している�直営水田の10�当り地代につい
ては�組合員と同一の7�000円としているが�
直営水田の6戸分は不在地主化しており�2��
のうち0�6��は法人へ売却したい意向である�
法人としては農地を保有したくないが�購入の
可能性はあるとしている��法人では法人化して良かった点として�①
経理が単純で中山間直接支払交付金なども法人

で一括経理できること�②赤字農家がなくなっ
たこと�③集落内のコミュニケーションが良く
なったこと�の3点をあげている�このうち③
については�集落内のお寺の周りの農家5戸で
始まった ｢春を惜しむ会｣ が徐々に拡大し�
1998年頃から少しずつ話し合いが増え�2003年
に法人が設立された�法人化後は隣人に声をか

けやすくなり�2地域居住者や兄弟姉妹家族な
どを含めた他出者との交流も盛んになり�高齢
化率56％の状況下でも担い手や�ターン者を
確保している�
ブロック別割当の2地域居住者活用方式の�法人における1筆当り水田面積は11�であり�

急傾斜地が95％を占めている�畦畔除草手当
ては年 3回以上を条件に�畦畔面積 1㎡当り
50円としており�水田10�当りでは12�238円を
支給している�年間4回の畦畔除草を行った場
合の10�当り除草時間は9�1��であり�畦畔除草
作業の時間給は1�345円と見込まれる��法人
における一般作業の時間給は800円�オペレー
ターの時間給は1�000円であり�急傾斜地の小
区画水田が多い中で�畦畔除草手当を高めに設
定するとともに�畦畔除草の約20％ (2�8��÷
14�3��) は2地域居住者の労働力を有効に活用
している�����������������������
集落営農型法人の畦畔除草困難水田における

作業再委託方式と高齢化率・傾斜度・除草面積

との関連は表17に示した�当該15法人の該当
集落における2010年の高齢化率は平均43�8％
と高く�特に�・�・�の3法人では50％を超え
ている�このうち��法人の高齢化率は56�6％

竹山・山本・安部�集落営農型法人における畦畔除草の対応可能年齢と作業再委託方式 ��

表17 畦畔除草困難水田における作業再委託方式と高齢化率・傾斜度・除草面積との関連 (2010年)



に達し�最も高くなっているが�｢ブロック別
割当の2地域居住者活用方式｣ によって畦畔除

草の担い手や�ターン者を確保している�また�
高齢化率が53�8％と2番目に高い�法人では�
畦畔除草の時間給を従来の700円から1�500円
に引き上げ�｢時間給による対応可能者出役方
式｣ によって畦畔管理作業者が不在となった約

30％の水田の畦畔除草に対応している�さらに�
高齢化率が50�7％と3番目に高い�法人では�
畦畔除草困難水田6��分を�ターン者1名に一
括で再委託する ｢特定農家への畦畔除草手当支

給方式｣ によって畦畔除草問題に対応している�
一方��・�・�・�の4法人の高齢化率は

30％台で比較的低かったが�作業再委託方式は
四者四様であり�高齢化率と作業再委託方式と
の明確な関連はみられなかった�なお�構成員
6名が草刈部隊を結成して畦畔除草困難水田へ

対応している�法人における畦畔除草困難水田
は43戸中3戸ほどであり�｢特定グループへの
時間給支給方式｣ については�対象水田の比率
が低い場合に採用しやすい方式であるといえる�
作業再委託方式と急傾斜地割合との関連につ

いてみると�｢管理水田割当による管理手当支
給方式｣ を採用している4法人の急傾斜地割合

はいずれも6割以上であったのに対し�｢時間
給による対応可能者出役方式｣ を採用している

4法人の急傾斜地割合はいずれも5割以下であっ

た�また��・�・�・�の4法人では1戸当り除
草面積が100�を超え�このうち�・�の2法人
では1戸当り除草時間も100��を超えている�
この2法人における作業再委託方式はいずれも

｢時間給による対応可能者出役方式｣ であり�
1戸当りの除草面積と除草時間の両方が増加し

た場合に採用されやすい方式であるといえる�
集落営農型法人の畦畔除草困難水田における

作業再委託方式と地域貢献の取組との関連は

表18に示した�当該15法人における集落活動
活性化や担い手確保など地域貢献に関する取組

では�地域内外との体験交流や県外他出者との
交流の動きなどが多くみられる�
このうち�高齢化率が特に高かった ｢ブロッ

ク別割当の2地域居住者活用方式｣ の�法人に
おいては�約15年前から県外他出者へ収穫祭
などへの参加を呼びかけてきたことが2地域居

住者の活用や�ターン者の確保につながってい
る�また�都会からの帰省客を含めた盆行事や
夏祭りの開催については��法人や�法人でも
みられ�このうち�法人では既に2地域居住者
の活用事例もみられる�さらに�高齢化率が50
％を超えている�法人や�法人においては��ター
ン者受入の動きが顕著であり�畦畔除草の担い
手や将来的なオペレーター候補としても期待さ
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表18 畦畔除草困難水田における作業再委託方式と地域貢献の取組との関連



れている�
集落営農を開始して10年以上が経過した5法

人を対象に畦畔除草作業の対応可能年齢実態調

査を行った結果�高齢化に伴って畦畔除草を委
託した時の年齢と�父親世代の畦畔除草からの
リタイア年齢をもとに算出した対応可能年齢は

76�7歳となった�この数値は�日本人男性の平
均寿命79�2歳を2�5歳下回っているものの�男
性の平均健康年齢72�3歳を 4�4歳も上回って
いる�
当該5法人における主な畦畔除草対応者の平

均年齢は64�8歳であり�年代別にみると60代以
上が70�3％を占めている�当該5法人の関係農
家95戸の中で�畦畔除草への対応が困難な農家
は32戸であったが�このうち8戸は2地域居住
者や親戚・知人などへの委託で対応しており�
実質的な畦畔除草戸数は71戸であり�その比率
は74�7％であった�そして�1戸当りの畦畔除
草面積は平均109�3��1戸当り畦畔除草時間は
平均81�1��であった�また�不在地主の比率は
5法人の平均で15�8％であったが�県外在住の
不在地主の中には農地を含む財産処分を検討し

ている者もあり�集落営農型法人による不在地
主の資産管理は�大きな問題となりつつある�
コーホート変化率法を用いて算出した2025年

の高齢化予測 (現行推移モデル) によれば�
65歳以上の高齢化率は平均64�1％に達すると見
込まれるが�後継者同居比率が4割を超える後
継者同居タイプの2法人の高齢化率は47�4％に
とどまるのに対し�後継者少数タイプの3法人
の高齢化率は75�2％に達すると見込まれる�そ
のため�後継者少数タイプの3法人では�2025年
の畦畔除草戸数が現状の半数以下に減り�1戸
当りの畦畔除草面積は284�7��畦畔除草時間は
203�9��に達し�集落内の農家のみで畦畔除草に
対応するのは困難になると考えられる�
こうした中で���ターンモデルで示したよう

に�①30代前半夫婦＋4歳以下の子供1人と�
②60代前半夫婦の両方が5年に1組ずつ��ター
ンしてくれば�後継者少数タイプの3法人でも�
後継者同居タイプの2法人の現行推移モデルと

ほぼ同様の畦畔除草戸数が確保でき�1戸当り

の畦畔除草面積�畦畔除草時間とも現状の1�2
倍程度に収まると見込まれる�
一方�地域貢献度の高い集落営農型の15法

人を対象に�畦畔除草困難水田における作業再
委託方式の実態調査を行った結果�9通りに類
型化できた�
畦畔除草困難水田における作業再委託方式は�

近隣農家などに対して畦畔除草対応農家への再

委託と同一の条件で管理手当を支給する ｢管理

水田割当による管理手当支給方式｣ と�時間給
によって畦畔除草に対応する ｢時間給による対

応可能者出役方式｣ の2類型が最も多くみられ

た�また�構成員個々の所有水田ではなく�ブ
ロック別に担当者を配置する ｢ブロック別割当

の管理手当支給方式｣ と ｢ブロック別割当の

2地域居住者活用方式｣ がみられた�その他で
は�｢管理水田割当での管理手当支給・時間給
併用方式｣�｢管理水田割当での傾斜配分方式｣�
｢特定グループへの時間給支給方式｣�｢特定農
家への畦畔除草手当支給方式｣�｢全面直営での
時間給・外部委託併用方式｣ などが1事例ずつ

みられた�
これらの再委託方式の中から3事例の詳細調

査を行った結果�｢管理水田割当での管理手当
支給・時間給併用方式｣ の�法人では�畦畔除
草への対応が困難な3戸分の1�5��について�
近隣農家4戸へ10�当り15�000円の管理手当で
再委託している�しかし�60～70歳代の近隣農
家4戸が対応しきれなくなった場合や�別の農
家が年度途中の病気やケガなどによって対応困

難となった場合には�法人構成員が時間給800
円で畦畔除草に対応しており�高齢化が進む中
で柔軟な対応方式であるといえる�
｢時間給による対応可能者出役方式｣ の�法

人では�畦畔管理作業者が不在の6�6��につい
て�畦畔除草の時間給を従来の700円から1�500
円に引き上げ�畦畔除草対応農家への10�当り
管理料 11�630 円を上回る出役賃金 13�500 円
(＠1�500円×9�0��) を支給することによって出
役確保を優先している�出役確保の優先につい
て�楠本 (2010) は�地代配当での分配は徐々
に下げていき�出役労賃や草刈�水管理などで
実際に法人の仕事に従事した人に極力分配して

いくのが望ましいとしているが�不在地主への
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地代配当を取りやめた�法人の出役方式は�法
人による畦畔除草に従事した人を最も重視した

方式であるといえる�また��法人における高
齢化率は53�8％であり�15法人の中で2番目に
高くなっているが�｢時間給による対応可能者
出役方式｣ は�1戸当りの除草面積と除草時間
の両方が増加した場合に採用されやすい方式で

あるといえる�
｢ブロック別割当の2地域居住者活用方式｣

の�法人では�県外の2地域居住者7名の参画
を前提に�集落在住の自己完結農家12戸とと
もに合計19戸で畦畔除草に対応しており�経
営面積14�3��を19ブロック (40�～150�) に分
け�2地域居住者は7ブロックの約2�8��の畦畔
除草を担当している�森本 (2009) は�集落外
に出ている若者がいつでも気兼ねなく集落の農

業に参加できる仕組みの重要性を指摘している

が��法人ではまさにこれが実践されており�
他出者が集落営農型法人を介して実家 (出身集

落) へ気軽に帰ってこれる雰囲気があるといえ

る�また�伊庭 (2012) は�一旦非農家化した
構成員が管理作業者として機能することは極め

て困難であることを指摘しているが��法人の
出役方式はこの点についてもクリアしていると

いえる��法人における高齢化率は56�6％であ
り�15法人の中で最も高くなっているが�約15
年前から県外他出者に対して収穫祭などへの参

加を呼びかけてきたことが ｢ブロック別割当の

2地域居住者活用方式｣ による畦畔除草の担い

手確保につながっている�したがって�地域外
他出者が気軽に参加できる仕組みづくりを今後

の重要な施策として推進していく必要があると

考えられる�
集落営農型法人における畦畔除草の対応可能

年齢と畦畔除草困難水田での作業再委託方式に

ついて検討した�
１. 調査した5法人における主な畦畔除草対応

者の平均年齢は64�8歳であった�
２. 高齢化に伴って畦畔除草を委託した時の年

齢と�父親世代の畦畔除草からのリタイア年
齢をもとに算出した畦畔除草の対応可能年齢

は76�7歳であった�

３. 調査した5法人の実質的な畦畔除草戸数は

1法人当り平均14�2戸であり�1戸当りの畦
畔除草面積は109�3��1戸当りの畦畔除草時
間は81�1��であった�

４. 調査した5法人における2025年時点での畦

畔除草対応者数は�現状の57�7％まで減少す
ると見込まれ�特に後継者少数タイプの法人
では�新たな担い手を確保していく必要があ
る�

５. 地域貢献度が高い15法人における畦畔除

草困難水田での作業再委託方式は�9通りに
類型化した�

６. ｢管理水田割当での管理手当支給・時間給

併用方式｣ は�近隣農家への再委託を基本に
しながら�対応しきれない場合には法人構成
員が時間給出役を行う柔軟な対応方式である�

７. ｢時間給による対応可能者出役方式｣ は�
1戸当りの除草面積と除草時間の両方が増加

した場合に採用されやすい方式であり�畦畔
管理料を上回る出役賃金を支給して出役者を

確保している�
８. ｢ブロック別割当の2地域居住者活用方式｣

は�構成員個々の所有水田ではなく�ブロッ
ク別に2地域居住者を含めて担当者を割り当

てる方式であり�県外他出者が気軽に参加で
きる雰囲気づくりを前提とした画期的な対応

方式である�
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